
 

 

令和６年１２月議会 

教育文化委員会資料（教育委員会） 
 

 

①【議案第１４６号】 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する

条例等の一部改正について 

                         ・・・・Ｐ２～３ 

②【議案第１４７号】 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に 

関する条例の一部改正について 

・・・・Ｐ４ 

 

③【議案第２０４号】 

指定管理者の指定について（北九州市立八幡図書館） 

 ・・・・Ｐ５～６ 

④【議案第２０５号】 

令和６年度北九州市一般会計補正予算（教育委員会所管分）に 

ついて 

                          ・・・・Ｐ７ 
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①【議案第１４６号】   

「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例等の 

一部改正について」 

 

 

１ 議案提出理由 

  本市人事委員会の職員の給与等に関する報告及び勧告、国及び他の地方公共団体

の職員の給与等を考慮して給料表の改定等を行うことから、これらに係る関係規定

を改めるもの。 

 

２ 関係条例 

（１）北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例 

（２）北九州市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

 

３ 改正内容 

（１） 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例 

  ア 給料表の改定（給与改定率 2.70％） 

    本市における行政職給料表及び国家公務員の俸給表の改定傾向等を考慮し、

初任給を始めとした若年層に重点を置くとともに、中堅層や高齢層にも一定配

慮した、全体的な改定を行う。 
 

 

  イ 扶養手当の改定 

    配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当額を 10,000 円から 13,000 円に改

定する。 

    ただし、２年間の経過措置を設ける。 

 

  ウ 地域手当の改正 

    地域手当の支給割合を３％から４％に改定する。 

    ただし、当分の間、地域手当の支給割合を３％とする特例措置を設ける。 

 

  エ 単身赴任手当の改正 

    採用に伴って住居を移転する教職員に対して単身赴任手当を支給するため、

関係規定を改める。 

 

オ 管理職員特別勤務手当の改正 

        平日深夜に係る管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯を、現行は午前零時

から翌日の午前５時までのところ、午後１０時から翌日の午前５時までに拡大

するため、関係規定を改める。 
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  カ 定年前再任用短時間勤務教職員の支給対象となる手当の改正 

        定年前再任用短時間勤務教職員に新たに住居手当を支給するため、関係規定

を改める。 

 

  キ 特殊勤務手当の改正 

        災害応急対策等業務手当を新設するため、関係規定を改める。 

 

（２）北九州市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

    暫定再任用教職員について、定年前再任用短時間勤務教職員と同様に新たに

住居手当を支給するため、関係規定を改める。 

 

４ 施行期日 

３（１）アは規則で定める日（令和６年４月１日適用） 

３（１）イ～カ及び（２）は令和７年４月１日（（１）イは令和９年３月３１日ま

で経過措置あり、ウは当分の間、経過措置あり） 

３（１）キは公布の日から施行（令和６年１月１日から適用） 
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②【議案第１４７号】  

「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に関する 

条例の一部改正について」 

 

１ 議案提出理由 

  定年引上げに伴う退職手当の基本額の計算方法に係る特例の改正を行うた

め、関係規定を改めるもの。 

 

２ 改正内容 

（１）定年引上げに伴う給料月額７割措置の適用前に給料月額が減額されたこ

とがある教職員の退職手当は、当該減額前の給料月額、給料月額７割措置

の適用前の給料月額及び退職時の給料月額により算定する。 
 
【参考：退職手当の基本額の算定方法】 

【現行（イメージ図）】 【改正後（イメージ図）】

Ａ：減額前の給料月額 Ａ：減額前の給料月額

Ｂ：７割措置前給料月額 Ｂ：７割措置前給料月額

Ｃ：退職日給料月額 Ｃ：退職日給料月額

＜退職手当の基本額＞ ＜退職手当の基本額＞

・Ａ×①の勤続期間に応じた割合 ・Ａ×①の勤続期間に応じた割合

・Ｃ×（ ②の勤続期間に応じた割合 － ①の勤続期間に応じた割合） ・Ｂ×（ ②の勤続期間に応じた割合 － ①の勤続期間に応じた割合）

　の合計額 ・Ｃ×（ ③の勤続期間に応じた割合 － ②の勤続期間に応じた割合）

　の合計額

①

②

①

②

③

 
 

（２）市長部局給与条例等の適用を受けていた職員から、引き続き教職員退職

手当条例の適用を受ける教職員となった者のうち、給料月額７割措置の適

用を受ける教職員の退職手当は、市長部局給与条例等の適用を受けていた

職員として適用されていた給料月額を含めて算定する。 

 

【参考：退職手当の基本額の算定方法】 

 
 

３ 施行期日 

令和７年１月１日 

【現行（イメージ図）】 【改正後（イメージ図）】

Ａ：７割措置前給料月額 Ａ：７割措置前給料月額

Ｂ ：退職日給料月額 Ｂ ：退職日給料月額

＜退職手当の基本額＞ ＜退職手当の基本額＞ 
・Ｂ×②の勤続期間に応じた割合 ・Ａ×①の勤続期間に応じた割合 

・Ｂ×（ ②の勤続期間に応じた割合 － ①の勤続期間に応じた割合） 
 の合計額 

 
② ②

① 
 

①
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③【議案第２０４号】 

指定管理者の指定について（北九州市立八幡図書館） 

 

１ 指定管理者候補 

対象施設 ： 北九州市立八幡図書館 （折尾分館、八幡南分館含む） 

候  補 ： 株式会社図書館流通センター 

  

    ※応募状況 説明会参加：４団体、応募：３団体 

    ※現在の指定管理者：株式会社図書館流通センター 

 

２ 指定期間 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで（５年間） 

 

３ 選定方法 

   指定管理者候補の選定に当たっては、学識経験者や専門家等からなる指定管理者検討会を開催し、

あらかじめ設定した選定基準に基づき、書類審査やヒアリング等を行い、提案書や応募団体に関す

る書類などを総合的に検討した。市は、検討会の検討結果を参考に、指定管理者候補を決定した。 

 

４ 検討会 

 （１）構成員名（５名）[五十音順] 

  ・［読書ボランティア関係者］ 尾場瀬 淳美 （北九州市子ども読書活動推進会議委員） 

・［北九州市立図書館協議会］ 鈴木 研   （北九州市立図書館協議会委員（公募）） 

  ・［学識経験者］       中尾 泰士  （北九州市立大学基盤教育センター教授） 

  ・［財務関係専門家］     増田 幸一  （中小企業診断士） 

・［障害者団体］       森  聖子  （北九州市身体障害者福祉協会常務理事） 

 

 （２）スケジュール 

    令和６年 ９月２７日 第１回検討会（書面審査及び応募団体のヒアリング） 

        １０月 ４日 第２回検討会（指定管理者候補の検討） 

 

（３）検討結果（◎の団体を選定） 

区 分 配点 
（株）図書館流通 

センター 

ライブラリー 

パートナーズ八幡 
（株）日本施設協会 

八幡図書館 １１０ ◎９１ ７７ ８８ 

※得点については、（株）図書館流通センターは準市内団体であるため３点、ライブラリーパートナ

ーズ八幡及び（株）日本施設協会は市内団体であるため５点が加算されている。 
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（４）総合的な所見 

・評価結果を踏まえ総合的に検討した結果、株式会社図書館流通センターが合計得点９１点と最高点

になったことから、検討会としては、株式会社図書館流通センターが、指定管理者候補として相応

しいと判断する。検討会での議論を十分に考慮し、最終決定を行うよう市に求めることとする。 

・なお、付帯意見として、「提案に基づき、年間の事業計画を適宜更新しながら、市民サービスがより

良いものになるよう努力していただきたい。」「雇用される方の待遇改善については、引き続き努力

していただきたい。」を付す。 

 

５ 選定結果 

  市は、検討会の検討結果を参考に、以下のとおり、指定管理者候補を選定した。 

  株式会社図書館流通センター 

   

 ≪主な選定理由≫ 

・（株）図書館流通センターは、当該指定管理施設を管理してきた実績を有し、北九州市及び他自治体

における実績も豊富であるため、専門的知識や実績を活かした図書館サービスが期待できる。 

・財政基盤は安定しており、人事・福利制度や体系的な研修体制も確立され、指定管理期間中におけ

る図書館の安定的な管理運営が可能と考えられる。 

・子どもからヤングアダルト、大人まで、多世代を対象とした提案の他、電子図書館の利用促進など、

様々な視点から図書館利用者へアプローチしようとしている。 

・ＰＤＣＡサイクルによる業務の進捗管理と適正な予算執行の継続的な見直しの他、多くの受託業務

で培ったノウハウを生かした業務改善を図っている。 

・平等利用や安全対策、危機管理体制などに関し、スタッフの行動指針の明確化を図るとともに、研

修等を通じた取組が行われている。 

・企業として障害者や高齢者等の雇用促進に向けた制度や職場環境の整備を図るなど、社会貢献への

取組が行われている。 
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款 補正前の額 補正額 計
補正予算
説 明 書

頁

○非常勤職員報酬　（5人分） △12,373

○会計年度任用職員報酬　（747人分） 110,081

○職員給与費
　（特別職1人分　一般職5,912人分） 1,486,455

○退職手当 12,314

○会計年度任用職員通勤費 △84,663

2 教育総務費 6 教育センター費 88,274 1,800 90,074 ○特別支援教育相談支援事業経費 1,800 Ｐ39

1 学校管理費 5,518,631 22,434 5,541,065 ○教育用タブレット端末整備経費 22,434

2 教育振興費 1,045,492 5,000 1,050,492 ○特別支援教育学習支援員の配置事業経費 5,000

1 学校管理費 2,721,106 7,825 2,728,931 ○教育用タブレット端末整備経費 7,825

2 教育振興費 1,436,399 1,000 1,437,399 ○特別支援教育学習支援員の配置事業経費 1,000

款
翌年度
繰越額

補正予算
説明書

頁

3 小学校費 3 学校整備費 38,000 Ｐ52

4 中学校費 3 学校整備費 216,000 Ｐ52

限度額
補正予算
説明書
頁

変
更
前

1,482,700 Ｐ55

変
更
後

59,500 Ｐ55

法面改修事業
○事業概要　大谷中学校ほか　１校

○繰越理由　土質調査に日時を要したため

13

門司港地域複合公共施設整備事業（図書館）

〃

１　変更

事　　項

3　債務負担行為

法面改修事業
○事業概要　柄杓田小学校ほか　１校

○繰越理由　関係者との調整等に日時を要したため

項 目 説　　明事　業　名

１　追加

2　繰越明許費

④【議案第２０５号】
　　令和６年度　１２月北九州市一般会計補正予算（教育委員会所管分）について

1　歳出
（単位：千円）

説　　明項 目

51,301,111職員費1

13

1 教育職員費

3 小学校費

4 中学校費 Ｐ41

Ｐ40

52,812,925 Ｐ381,511,814
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